
香川大学経済論叢

第 72巻第3号 1999年 12月 93-112

「フランス・イデオロギー」あるいは

脅かされるフランス的普遍主義

渡遺英夫

はじめに

『人類・国民・階級』の第一意で「く新人類主義〉は存在するか ?Jを問うた

Eパリバールは「差異主義的人種主義J (P. Aタギエフ)と言われる「人種な

き人種主義」について，次のように述べている。

こうしたことは人種主義の伝統のフランス独自の国民的形態にかんする，

いっそう受け入れがたいが，しかし決定的でもあるような歴史的事実へとわ

れわれの興味を向けさせるのである。なるほどアーリア性についての教義に

関する，人体測定法や生物学的遺伝主義の特殊フランス的な系譜は存在して

いるが，真の「フランス・イデオロギー」は r人権の国」の文化による人類

の強化を普遍的な任務と考えることにある。こうしたイデオロギーに対応し

ているのが，支配された人びとへの同化の実践，したがってこの同化に対し

受容するか抵抗するかという性向の多寡によって個人や集団を差異化し階層

化するという必要性なのである。植民地において，また「白人の責務」とい

うまさにフランス的な(あるいは「民主主義的なJ)ヴアリアントにおいて展

開されているのが，撒密であると同時に決定的でもある排除/包括というこ

の形態なのである。 (PP42-43)

そして，この「人権の国」フランスの文化による人類の教化を普遍的な任務

と考えることを rフランス・イデオロギー(ideologiefrancaise)J と呼んだ。
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「フランス・イデオロギー」は，べlレナーlレ=アンリ・レヴィが 1981年に出

版した『フランス・イデオロギー』で初めて使われた。「啓蒙思想、の申し子，英

雄伝説の血脈を受け継ぐコミューン戦土とドレフュス派と対独レジスタンスの

国民j (p 8 )であり，この先駆者たちの「このく人権〉の祖国が，同時に屍臭

を撒き散らす土地であり，奇妙になまなましい蒸留器であり，いやらしい多産

な肢である j (p“ 9 )とレヴィは述べて，自由とデモクラシーの祖国フランスが

実はファシズムの祖国でもあることを立証しようとしている。「白人の責務」と

いうくフランス的〉でく民主主義的な>，-文明の理論」を糾弾しようとしたもの

であった。「フランス・イデオロギー」とは単なる国民統合のイデオロギーであ

るだけでなく，-普遍主義的な啓蒙思想、の必然的な発展である植民地主義のイデ

オロギーである j，と。「進歩と普遍性を内容とする文明の論理は，フランスと

いう一つの共同体の境界内にとどまらない。文明は国境を越えて世界に広がる

べき性質のものであり，人類はそのように運命づけられている」のが彼らの主

張する「文明」の理論である。(西川 1998，p322) 

永井陽之助は 1994年 9月 11日の『朝日新聞』でトマス・マン (W非政治的人

間の考察~)を引いて，-文明」と「文イ七」の対立こそが第一次世界大戦の戦争

目的であると明言している。フランス・英米の連合国に対し「三十年戦争で荒

廃しつくしたドイツが真のルネッサンスも経験せず，野卑な田舎者と見下され

てきた 200年に及ぶ、精神的外傷の深さ」を抱えたまま，デモクラシー，文明，

進歩などのく最新流行の概念をふりまわす精神のプレイボーイ〉である「文明」

に対して， ドイツ民族土着の「文イじ」を「文明」から守ろうとした。ともにヨー

ロツパで生まれた近代国民国家イデオロギーである「文イ七」と「文明」である

が，-文イ七」はく特殊〉く個別〉の立場を擁護する後進国の意識である， という。

しかし， 1970年代からミッテラン政権下に顕著になるイスラムに代表される

ような移民の，可視的なく個別〉の顕現化により，ジャコパン共和国の「普遍j=

「文明」の理論は試練に晒される。あるいは「地方語」の復権に始まる少数派

による文化と言語の複数性擁護の主張と法制化。市場主義経済の伝達コードと

しての英語の国際化に現れる文化の一元的へゲ、モニー支配に対して，初めてフ

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



909 
「プランス・イデオロギー」あるいは
脅かされるプランス的普、遍主義 -95 

ランスは少数派の立場から自国の利益を守ることが余儀なくされるようにな

る。

特に本稿では，文化と言語の複数性擁護の論理を通して「文明」から「文イじ」

へシフトしていし普遍主義的なディスクーノレの転換の様態を明らかにしたい。

論述は次のように行う。

1)フランスの「文明」概念について

2) フランスと EUの言語政策

3) フランス語擁護のストラテジー

4) おわりに r文明」から「文イ七」へ

1. フランスの文明概念

古代の文化概念によれば，一切の文化財は一箇の価値概念のうちに包括され，

この綜括概念は「ポリス」に， (或いはラテン語で言えば) Civitasに，結び付

けられるものであった。

かくて「文明」人類という概念が生じ，この観念は「自然」に対比され，

まだ自然状態に置かれている生活一ーすなわち「野蛮」ーーに対比されるも

のであった。人聞を当初の野蛮状態から引き上げる一切のもの，人間をして

自然界の支配者たらしめる一切のもの，それが文化である。それら一切のも

のは同様の重要性，同様の価値を有する。それが衣食住に関するものであろ

うと，読み書き算数であろうと，また法律や習俗であろうと，文化である点

に何の違いもなかった。かかる文化概念においては，外的生活の組織を支配

する諸形式は，自然科学の諸要素あるいは人間共同生活の諸法則に比して，

少しも劣らぬ価値を有していた。物質的要求の満足，技術的能力の発展，さ

てはまた社会秩序の組織，認識力の練磨，それら一切のものが集まって甫め

てこの文化概念を構成するのであった。 (クノレティウス， pゎ 10)
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そして，この文化概念がローマの血となり精神となって，さらにフランス人

に継承されて古代後期の生命本質がガロ・ロマン文化としてフランスに定着し

た，とク/レティウスは説く。さらに，この概念のなかでフランスは紛れもなく

ローマの遺産のなかの普遍主義を国民的観念として摂取したのである。

プランスの国民的使命観念が初めて具現化した十字軍と，ゴチック芸術と，

武勲詩の 11世紀。古典主義の 16世紀には今まで範としてきたギリシャ・ロー

マの古典と絶縁するまでになったこと。大革命を契機とするフランスの近代的

な国民意識の形成。 19世紀になるとヴィクトノレ・ユゴ}の口をかりで，文明理

想を芸術手段によって崇め祭るようになり，国民大衆が文明観念を摂取・同化

する文化のオプチュニスムが国民全体に浸透。さらにフランス新カント派の

シャノレル・ノレヌゥヴィユ (CharlesRenouvier， 1815-1903)の哲学を基礎とした

第三共和国。共和制のイデオロギーを，一方はロマン主義を掲げ，他方はラテ

ン的古典主義を以て否定していたパレス (Barres)やモラス (Maurras)も Iゲ

ルマニア人の近代的野蛮にたいし祖国を守るために」印刷28)文化概念を掲げる

のである。

これで環がちょうど一巡したわけである。フランスの文化概念はふたたび

古代のそれに帰ったのだ。フランス人にとって文明という言葉に表現されて

いるものは，古い神聖な歴史なのである。(クルティウス， p29) 

クlレティウスはフランスの文化概念 (Kulturidee)一一これはフランス的文

脈では「文明」概念 (ideesde civilisation)とすべきものである一一ーとは I国

民精神が自己を顕示するための，最終的な，かつ当分は決定的な刻印なのであ

るJ (ppド 30-31)と述べ，フランス人にとって「国民観念と文化観念が全く同ー

なるものであって，フランスでは国民国家 (Staatsnation)と文化国家 (Kultur-

nation)は不可分で，フランス人の意識では国家 (Staat)と国民 (Nation)と文化

(Kultur)は一体だJ (p31)，と続ける。
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しかるに，-フランス人の観念によれば，文化は本質的に普遍的なものであら

ねばならず，一般人類的な内容を有せねばならない。それなのにどうして国民

的文化なるものを宣言することなど考えられょうか? とフランス人は考え

る。フランス人の感じからすれば，これは矛盾であり，また挑戦でさえある。

フランスがその文化概念と一体となるとき，それは決してくフランス文明〉と

は言わず，単に文明と言う。J (P.. 32)フランスが普遍主義的ディスクーノレの担

い手であると明言している。

フランス語の cultureはラテン語の colererからの派生語の一つである

culturaに由来する。もともとのく耕作された土地〉く宗教的崇拝〉の意味のう

ち，前者の意味が発展し， 16世紀頃より土地よりもそれを耕作・世話をする行

為を表すようになった。そして， 17世紀後半になってく能力の育成〉ゃく精神

の修養〉という比喰的な意味に発展していく。(西川 1992，PP ..132-133)さら

に18世紀の啓蒙主義の流れのなかでく精神形成〉ゃく教育〉の意味を獲得して

いったのである。

この「文イ七」の概念が， ドイツにおいては共通してく反 野蛮><偏見からの

解放〉くマナーの洗練〉という意味で仏・英の「文明」とほとんど同義で使われ

ていたが， 18世紀後半から 19世紀にかけて次のように変化する。

この時点(十八世紀中葉における独立した名調としての文明と文化のほぼ

同時的発生)で， ドイツ語において重要な発展がみられた。この言葉はフラ

ンス語から借用され，最初(十八世紀後期)Cultur，そして十九世紀後期から

はKulturと綴られた。その主たる用法はいぜんとして「文明」と同義語で，

まず第一は「開イじ」または「洗練」される一般的過程という抽象的意味で使

われ，次には，人間の成長の世俗的過程に関する表現として，歴史哲学とい

う名で十八世紀に普及していた形で，啓蒙運動の歴史家たちがすでに文明に

対して確立していた意味において使われた。 (Rウィリアムズ， P 107) 
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フランスにおいては「文明」が最高の価値であり，-文イ七」は二義的なもので

あるが， ドイツでは人間の価値を示す第一の言葉は「文イ七」であった。「文イ七」

と「文明」はその言葉を用いる人々の国民意識と彼らの世界観であり，その核

心において精神的，芸術的，宗教的な事実に関係し，-文明」の「人聞が社会的

となり教化醇化されること」に対して「これよりも高い所に，全く自主独立の

創造的精神の王国が吃立している。j (西川 1992，pゎ 146)，-文明」に対する反措

定としての「文イ七」が主張された。

ドイツとフランスの「文イ七」と「文明(化)jの概念定義を試みたノルベルト・

エリアスは「文明化という概念は，民族聞の国家の相違をある程度まで後退さ

せる。この概念は，すべての人間に共通であるか，もしくは一一この概念の担

い手の感情にとってー一一共通であるものを強調する j，と語った後で，文化の定

義を，非常に遅れてやっと政治的な統一と安定に達した民族が，-一体われわれ

の特性とは何か」を繰り返し問うなかで生まれたものだという。そして，-文化

というドイツ語の概念は，国民の相違，グループの独自性を特に強調する」

(pω71) と述べて， ここでオスヴアノレト・シュペングラーの『西洋の没落』の

なかの「野性の花」の例えを引用している。

どの文化も，現われ，成熟し，衰え，そして二度と戻ってこない表現の独

自の可能'性を持っている~" " .. "最高位の生物であるこれらの文化は野原の花の

ように，崇高な無用性をもって成長する。(エリアス， p.74) 

普遍性を強調する「文明」に対し，-文イ七」は特性であり，従って個人や集

団の独自性や国民性の違いを強調する。

11. フランスと EUの言語政策

1.フランスの言語政策

(1) リヴァロノレの『フランス語の普遍性』
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ウエストフアリア条約以後，唯一の外交語であるフランス語は，ヨーロッパ

各地の宮廷や上流担会で使われた通用語(linguafranca)であった。 18世紀後

半，フランス語が最ももてはやされたのはフリードリッヒ二世のドイツである。

ベルリン・アカデミーはそれを反映し，会長にフランス人を，その紀要はフラ

ンス語で刊行されていた。

1783年，このアカデミーが出した懸賞論文の課題「何がフランス語を普遍的

にしたか。何故フランス語はこの特権にふさわしいか。フランス語はその特権

を保持しつづけるであろうか」にフランス語で応募し，受賞したのはフランス

人リヴァロル (Antoinede Rivarol， 1753-1801)の『フランス語の普遍性 (Dis-

cours sur l'Universalite de la Langue Française)~ という論文であった。彼

は，文字通りフランス語の「普遍性」をフランス精神とフランス文化の優越性

の証として論述した。そして，フランス語の永遠の基礎をなす「明断性」こそ

が「普遍性」の論拠であるとし r明断でないものはフランス語でない (Cequi 

n'est pas clair n'est pas francais)Jという有名な言葉を残した。

彼の，いわゆる「直接語順 (ordredirect)Jをもって普遍的論理とし，フラン

ス語の特権的明噺性の基礎と考える議論に普遍性があるとは思えない。しかし，

デカルトの「理性をよく導き，もろもろの学問において心理を求めるための方

法」を拠り所とするリヴPァロルの論述は，く理性一論理 直接話法一散文 社会

的結合と秩序〉のフランス語を，く情念一感覚〉を軸とする他言語と比較すると

いう方法をとる。「明断性」を「文明」の指標とする意図が明らかである。(西

]11 1980， p" 54) 

(2) フランス革命の言語政策

フランス全土には約 30の方言 patoisがあり，当時の総人口(約 2，800万)

のうち少なくとも 600万はフランス語を知らず，さらに 600万は片言しか喋

らない。フランス語を正しく喋れるフランス人は 300万をこえず，読み書き

のできるフランス人となればさらに少ない。 (DeCerteau， M.. et aL， p.. 302) 
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革命派僧侶の指導者で啓蒙思想家，国民公会の議員であるグレゴアール師

(l'abbe Gregoire， 1750-1831)が国民公会(1794年 6月 16日)で行った報告で

ある。当時，フランス語は決して普遍的でもなく，国語としての役割さえも果

たしていなかった。しかし革命思想を伝え，諸制度を設定し，経済発展を促す

ために言語の統一は急務である。

「国語，すなわち全国的な共通語に対する願望が，地方分権的な主張や言語

と地方文化の擁護を反動的な思想、と同一視するような歴史的状況のなかで，革

命的な願望として現れたことは，その後のフランス語の運命に重大な結果をも

たらした。J (西川 1980，p68)言語統一政策は，ジャコパン的国家の歴史的形

成が不可欠の要素としたものであった。「ーにして不可分のナシオン (La Re・

pub1ique une et indivisible) J の革命理念は， リヴァロノレの「明断性」と共に，

フランス語の普及が新たに整備された学校制度をとおして進められる。その後

のフランス語を規範言語とする位置づけのなかで，フランス語こそが文明と洗

練の言語という表象化が行われる。

一方，地域語使用者のなかには自分たちのことばを恥じ，卑しむ心理が形作

られてきた。「言語における正当化=規範化と異端化=庭価の分化J(宮島 1992，

p“81)が徹底的に押し進められることになる。

(3) 地域語の復権

第 2次大戦後，少数言語抑圧に対する復権運動が徐々に広がり始め， 1951年

1月11日地域語および地域方言に関する法律51-45号』と正式に称せられ

る「ディクソンヌ法 OoiDeixonne) Jが制定される。フランスでフランス語以外

の言語が，その教育を目的として法的に初めて認められたのである。第 2次大

戦下の少数言語地域の住民のレジスタンスにおける積極的な役割や，地方にお

いてはフランス語が社会的上昇移動における選別化の文化的支配の道具となっ

て少数言語使用者が取り残される，という現実回避のく教育の民主化〉の精神

に発したものである。

こうして，コミュニティ分裂の要因であった少数言語である「地域語」の教
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育が容認されることになった。しかし外国語教育のなかで地域語は主要外国語

の次にくることとされた。かくしてブルトン語，バスク語，カタラン語，オク

シタン語の該当地域において，リセとコレージュの限られた時間枠内での任意

選択科目として，また指定されたいくつかの大学での教育が認可されることと

なった。(，地域語」という呼称は，外国語の方言または僅言としてアルザス語，

コノレス語，フラマン語を排除すること，他方，フランス語に対する地域的局限

性を強調する狙いがある。)しかし，地域語をく地域的アイデンティティの源泉〉

く単一のナシオンへの帰ーとは異なる分化したアイデンティティの源泉〉とみ

なした上での容認がされたわけではない。(宮島 1992，p，96) 

1968年の五月革命は，この当時の学生を中心とした世界的な意識改革運動を

代表するものであり，従来のイデオロギー的，政治的な階級闘争から，地域主

義的，少数民族運動等の新しい社会運動へと人々の関心を向かわせた。五月革

命のく自由〉やく自主管理〉の理念は，少数言語話者のアイデンティティの目

覚めを促し，少数言語擁護運動はそれまで以上の盛り上がりをみせた。そして

1970年 7月 10日の政令で，当該少数言語は大学入試の選択試験科目として認

められる。また 4年後の 1974年には，当初の 4言語にコルシカ語もその対象と

なった。

'1980年 1月 25日法」によってフランスが批准した『民事および行政法に関

する国際条約』第 27条には次のように示されている。

民族，宗教，言語に関して少数派をもっ国々において，少数派に属する人々

は，集団をなす人々とともにわかちあって文化的生活をいとなむ権利，みず

から宗教を公言し実践する権利，ないしはみずからの言語を用いる権利を奪

われえない。

そして 1981年，フランソワ・ミッテランは大統領選挙の際 rrフランスのた

めの 110の提案』の中で少数言語・文化の尊重を明言した。後に文化大臣ジャツ
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ク・ラングは『文化の民主主義と相違への権利 (Democratieculturelle et droit 

a la différance)~ という報告書をアンリ・ジオルダン (Henri Giordan)にまと

めさせることになる。「権利への相違」とは，文化の異質性を認め，その価値は

等しい，とする考え方である。さらに， 1982年 6月21日には『サヴァリ通達』

(文部省通達「公教育における地域文化・言語の教育J)が示される。それは，

少数言語による教育を含めたパイリンガノレ教育を公立教育tではじめて認め，対

象言語を列挙せず，要求のある地域でその言語(あるいは方言)の教育を認め

る，という内容であった。

そして現在，パカロレア(大学入学資格試験)の外国語(languevivante)と

して必修外国語で 22言語，それ以外に 20以上の言語が用意されている。パカ

ロレアの種類，またコースによって内容が異なっているが，大学への進学を目

的とする一般パカロレアでは系列により 2~3 の外国語を受験することになっ

ており，第二あるいは第三外国語として地域語が認められている。

少数言語を守る論理はパイリンガルに通じる自らの複数性をめざす多言語主

義となって，国というレベルの分権主義を超えて，ヨーロッパ全体を視野に入

れた対英語のフランス語擁護のストラテジーにも通底することになる。

2. EUの言語政策

第二次対戦で戦場となったヨーロツノTは，固と国の争覇にかかわる者はすべ

て不利益を被るという認識からく不戦〉の理念をもった。そしてアメリカの支

援のもとに復興がはかられた。しかし，対日・対米の恒常的な貿易赤字解消か

ら対内的にく単一市場〉の創設，対外的にく国際競争力〉の強化の宿命を負

うことになった。そのために不可避な対処として「ヨーロッパ統合」をすすめ

ることを余儀なくされた。

特にフランスは， ドゴール主義に基づく「祖国からなるヨーロツノ守」政策を

とってきたが，やがて国家主権維持に固執した戦略に限界が見え， EC統合を背

景としたフランスの地位向上に政策転換した。そしてドイツとの協力関係を軸

とした熱心なヨーロッパ統合推進派に転じて，この ECの市場統合とその主導
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権の確保，さらに経済・産業改革の達成というフランスの国益を守ろうとした。

さらに， 1993年のマースリヒト条約の発効により EUが誕生した。

最終目的が「国境なきヨーロツノむにある EUは，構成員である欧州連合市

民が自分の言葉で平等に理解し，参加することができること。さらに各構成員

の言語的・文化的多様性を尊重し，ヨーロッパ全体のく文化的な豊かさ〉を守

り，特定言語による効率主義からくるく文化の貧困化〉を回避しようとする。

多文化の共存による発展を文化政策の要と定めて多言語主義を採用している。

そして来るべき統合ヨーロツパを作る若者たちの多言語の使用が目指されてい

る。

こうして 1984年， EU閣僚理事会はできるだけ多くの生徒が義務教育終了ま

でに母語以外の二言語を使えるようにすることで合意され， 1980年代後半から

青少年の教育(特に語学教育)や交流を目指すプログラムが実施されていくこ

とになる。

ERASUMUS (Europian Community Action Scheme for the Mobility of 

University Studentsの略)が高等教育機関に所属する学生・教員・職員の交流

を促進するプログラムとして 1987年の秋より実施。 ERASUMUS計画の一環

として各国の大学相互の単位互換システムを行うための ECTS(European 

Community Course Credit Transfer System)プログラムや，大学と企業聞の

技術・職業教育の協力を目指す COMETT(Action program of the Com-

munitiy in Education and Training for Technology)，さらに 1989年には外

国語教師や教師養成者への援助，大学等の高等教育機関での外国語教師養成へ

の援助，さらに教育法や教育教材の開発や専門教育を受けている青少年の交換

プログラムを扱う LINGUAが設立された。これらの計画は， 1994年には大き

な成果を挙げて第一段階の使命を終えた。

その後マーストリヒト条約(第 126条， 127条， 128条)に基づいて， EU委

員会は従来の活動を三つの新たなプログラムに統合・整備することになる。こ

うして教育分野の交流促進を目指す SOCRATES，職業教育分野での交流促進

についての LEONARDO DA VINCIプログラム，若者立す象の.JEUNESSE
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POUR L'EUROPEが生まれた。現在， EUの全学生の 10%がこれらの計画で

外国での修学を実現しようとしているのである。

サピア・ウォーフの仮説によれば，社会あるいは共同体に纏わるあらゆる表

現の体系の根底には言語があり，その言語こそが最も基本的な体系であるとい

う。そして，国民のアイデンティティはおそらくその固有の言語のなかに最後

の砦をもっている。ならば，言語のレファランス機能と媒介機能とは当然区別

されるはずで、ある。「ヨーロツパ・セクション (Sectioneuropeenne)Jが 1992年

に始めた新しい試みである「パイリンガル教育」が注目される。

111. フランス語擁護のストラテジー

1. ，-ブランコフォニー・サミット」

フランスが世界規模における英語の使用の拡大と，コミュニケーション手段

としての公用語化に対して危機感を持ったのは当然のことであった。 1986年，

第 1回の「フランス語使用を共有する諸国の元首及び政府首班会議 (Conferan-

ce des chefs d'Etat et de gouvernement des pays ayant en commun l'usage 

du francais)J，いわゆる「フランコフォニー・サミット」が開催された。フラ

ンス語使用国家間の公的な協力機関を作ろうという意図によるものである。こ

の「フランコフォニー (francophonie)Jは「フランス語使用(圏)Jを表すが，

「フランス語を話す(人)Jをいう「フランコフォン (francophone)Jと共に，

1880年にフランスの地理学者オネジム・ yレクリュ (Onesime Reclus， 1837 

-1916)によって初めて使われた言葉である。

1993年のモーリシャス・サミットでタイトノレが「フランス語使用を共有する

(ayant en commun l'usage du francais)Jから「フランス語を分け持つ (ayant

le francais en partage)Jに変更されて，フランスの家父長的姿勢に変化が見

られた。さらに， 1997年 11月の第 7回サミットは初めてアジアのハノイで開

催。その時の参加国及び政府の数は 520 そのうち 3カ国 (Albanie，Macedoine， 
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Pologne)はオブ介ザーパーである。

ここでの決定が ACCT(1' Agence de cooperation culturelle et technique， 

最近l'Agence de la francophonieに変更)に，また大学に関するものについて

は， I'AUPELF (L'Association des universites particuliellement ou enti色re-

ment de langue francaise)やI'UREF(Universite des reseaux d'expression 

francaise)が実行に移された。特にテクノロジーの分野(，情報ハイウエーJ)で

のフランス語使用を目指してI'AUPELFがI'Agencefrancophone pour l'en-

seignement superieur et la rechercheに改称。さらに 1968年には語設や文法

の標準化，学術用語の策定を行う国際組織「フランス語国際評議会 (Conseil

intemational de la langue francaise)Jが結成。 1984年にはヨーロツパの 5つ

のテレビ局とケベツク・カナダテレビによって，全世界で視聴可能な TV5が創

設。現在Agencede la Francophonieへの加盟状況は，加盟国 40，準加盟国 5

(Egypte， Guinee-Bissau， Maroc， Mauritanie， Saint-Lucie)，州政府参加 2

(カナダの Nouveau-BrunswichとQuebec)である。

ジャンニ/レイ・ジョベーノレ(Jean-Louis J ouvert)はフランコフォニーについ

て次のように述べている。

フランコフォニーは，フランス人達がこれまでの何世紀にもわたって受け

継いできた優越感を放棄することによって作られた。もしこれがフランス語

を話す国々の集まりであり，同じ言語を共有することによるものであるとす

れば，フランコフォニーこそがフランス語の大きな魅力の一つになったとい

うことだ。フランス語は世界の優れた多様性を示す言語である。 (pド 38-39)

2. wフランス語の使用に関する法案 (Loi94-665 du 4 aout 1994 relative a 

l'emploi de la langue française)~ 

20世紀になると，国際政治・国際経済の両面において英語圏の優位が確立，

それに伴い現在，外交用語・商業用語のいずれにおいても英語が第一言語になっ
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ている。 1973年のイギリスのヨーロツパ共同体加盟とその後の加盟国の増大

は，相対的にフランス語の地位の低下，共通語としての英語の地位をさらに高

めることとなった。フランスはフランス語の外国への普及に努めると同時に，

国内においては外来語，とりわけ英語の侵入に対して言語を純粋性において守

ることがく文化の要〉と考え，さまざまの対応を講じることとなった。そして，

ついに 1975年に『フランス語の使用に関する法案 (Loi75-1349 du 31必cem-

bre 1975， relative a l'emploi de la langue français)~ を制定した。各種文書へ

のフランス語使用が義務づけられるととになった。

1992年，フランスではマースリヒト条約の批准に先立って国民投票が行わ

れ，憲法改正が実現した。ヨーロツパ統合に向けて国内法を整備したわけであ

るが，同時に憲法典2条に「共和国の言語はフランス語である」の一項が付け

加えられた。フランス語圏の盟主であるフランスにとって，ヨーロツパ統合に

より経済，文化から政治におよぶ多様な分野での統合の進展が共通の言語を期

待するような動きを認めるわけにはいかない。

1993年成立のパラデューノレ内閣の下，ジャック・トゥボン文化・国語担当相

(国語担当は新たに付け加えられた)により新しいフランス語使用法の準備が

進められた。草案は， 1994年2月に閣議決定， 7月に議会を通過した。その後，

違憲の提訴がされたため憲法院の審査に附され (Decisionno 95-345 du 29 juil-

let 1994)，違憲とされた条項を除外して 8月4日に成立。前回と同じ名称の『フ

ランス語使用に関する法案~，いわゆる「トゥボン法 Ooi TOUBON)Jである。

全文 24条からなる新フランス語使用法の 1条は，改正された憲法の規定を援

用して，その理念は次のようである。(以下，滝沢正および大山礼子の解説によ

る。)

① フランス語は，憲法典によって共和国の言語とされており，フランスの

個性と財産の根本的要素である。

② フランス語は，教育，労働，公益および公務員の言語である。

③ フランス語は，フランス語圏を構成する諸国家の特別な紳である。
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さらに，具体的なフランス語の使用規定は 2条以下に定められている。 1995

年法を一歩進めた内容となっている。主なものを挙げると，

-商品またはサービスの紹介文，説明書，保証書等におけるフランス語使用

の義務づけ。(2， 4条)

・公共の場または交通機関内の広告におけるフランス語使用の義務づけ。

( 3， 4条)

・契約書，特に労働契約書はフランス語で書かれるべきこと。(5， 8， 10条)

・フランス園内で聞かれる討論集会などにおいてはフランス語で発言する権

利を保証すべきこと。(6条)

・教育機関における授業，試験および論文審査にはフランス語を用いること。

(11条)

・テレビ，ラジオの番組および広告の放送におけるフランス語使用の義務づ

け。 (12条)

・フランス語使用義務に反した者には補助金の返納等の不利益が課せられ，

また，フランス語使用を促進するための政府の活動を妨害した者は 6ヵ月

以下の禁固または 5万フラン以下の罰金に処す。 (16-19条)

特に，第 21条では，この法律が地方語の尊重とは矛盾しないことが断られて

いる。しかし，この法律に多数の適用除外が認められていること，フランス語

使用の義務化を目指しながら外国語の使用を禁止したものでないなど，実効性

には疑問も多い。効果は具体的な運用に左右されるであろうが，国語の重要性

を国民に強く訴えたものであること，併せて英語使用に対するフランス語の危

機意識を強く現したものだといえる。

3. GATTウノレグアイ・ラウンドにおける「文化特例」

フランス革命以来，西欧近代文明の普遍的価値の体現者と自他ともに認めて

きたフランスが，はじめて文化の面で「特殊」あるいは「個別」の立場から文
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化の複数性を主張するようになった事件が， 1993年末に決着した GATTウル

グアイ・ラウンドであった。 7年を超えた交渉の最大の難関は農産物市場の自

由化問題であったが，米欧対立の焦点となったのはラウンド最終段階で急上昇

した映画・オーディオヴィジュアル (AV)の「文化の特例」の問題であった。(以

下，三浦信孝の論考を参考にした。)

1991年の統計だ、が，米欧間の AV貿易収支は 37億 8，000万ドル対 2億

5，000万ドルで，アメリカが ECの 15倍も輸出している。ヨーロツパでアメリ

カ映画が過半数のシェアを占めたのは 1970年代とされるが， 1990年代に入

りアメリカ映画は最低のフランスでも 59%，最大のイギリスで 93%と固によ

りばらつきはあるが，ヨーロツパ市場全体で 75%のシェアをもっ(興行収入

ベース)。それに対し，ヨーロッパ映画のアメリカにおけるシェアは，アメリ

カ人が字幕や吹き替えの外国映画を好まず，リメイクしか受けつけないとい

う事情もあって， 2%にも満たない。(三浦 1996，PP49-50) 

映画 AVは航空機に次ぐアメリカ第 2の輸出産業であり，アメリカの AV輸

出の 60%はEC向けである。アメリカ映画協会がウルグアイ・ラウンドで EC

の保護主義的措置の転換を求めたのは当然のことである。

この ECの保護主義的措置とは，もともとが言語の違いからくる市場の細分

化，資金力の不足する ECのAV産業は，来るべき ECの単一市場化にそなえて

域内市場の統一と，域外からの競争にたち向かうために， 1979年 10月に「国境

なきテレビ (Televisionsans fronti色res)Jを登場させた。そして域内番組の放

映割当て制を実現させたのである。さらに域内の映画 AV産業を振興するた

め，シナリオ作成や字幕・吹き替え，映画人の養成訓練，新映画技術開発や，

小規模独立プロの制作支援などを目的とする MEDIA計画を 1990年 12月 21

日に理事会決定した。

この「国境なきテレビ」指令による放映割当ては r域外産の映画 AVソフト

の輸入を制限する数量規制につながり， MEDIA計画による映商産業支援策は
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競争原理を歪める公的補助金の性格を持つJ (1996， p" 51)アメリカが，自由主

義を旨とする GATTの貿易交渉でAV分野を取り上げることに執着したのは

言うまでもない。

923 

ECはそれにどう対応したのか。

デンティティにかかわる重要事項として，

否定し，域内で行われる保護支援措置を自由貿易ルールから外し，AV製品を貿

ヨーロツパは AV製品は一国の文化的アイ

これを普通の商品として扱うことを

易自由化の交渉リストから除外すべきと主張。これに対し， EC側は 2つの立場

と「文化の特殊性 (cul-

オランダなどの自由貿易主義の

で交渉に当たった。「文化の例外 (culturalexception)J 

ドイ、ソ，tural specificitY)Jである。イギリス，

国のとった「文化の例外」の主張とは， ECで既に行われている「国境なきテレ

ビ」指令や MEDIA計画など AV産業の保護育成策はこの論理により一つ一つ

GATTのルールの適用を制限することで守れる，とする立場であり，フランス

等のとった「文化の例外J (案)は， AVをいったんGATTのルールに乗せた

また「文化の特殊性」を理由ら次々に自由化への譲歩を強いられると考える。

にlレール適用からの免除リストを網羅的につくるのは，技術革新の激しい今日

実質的に不可能で、あり， ECがフリーハンドを保つためには AVを「文化の特

例」により GATTの枠組みから除外すべきものだという主張である。 (1996，

p53) 
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Regourd)は，

GATT協定が既に多くの例外規定を含んでいたことや，その例外規定に対して

も，現実の適用に際し多くの解釈問題を起こすことが予想される「文化の例外」

「文化の特殊性」のいずれもが「文化の除外 (culturalexclusion)Jを明確に規

コミュニケーション法の専門家セルジュ・ノレグール (Serge

定し得ないと述べている。そして，かつてカナダがアメリカとの間で結んだ『米

加自由貿易協定第 2005条』の「文化の除外」規定の適用だげがECの要求に沿

うものだと指摘する。果たして，ヨーロツパはこれと同じものを獲得できるか?

合意した」のである。間最終的に，米欧はこの問題に「合意しないことで，

題は先送りで決着がついた。
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ウルグ介アイ・ラウンドにおけるフランスのAVI文化の特例」の闘いは，ア

メリカ的な市場普遍主義によるヘゲモニー支配に対して，フランスが少数派の

立場から商品原理には還元されない文化的差異にこだわる「個別的文化」の論

理をもって対決した事件ということになる。問題は普遍的価値の「文明」の体

験者であり伝播役であったフランスが，初めて少数者の個別文化の立場から複

数の「文イ七」を主張し，国益擁護のイデオロギーを唱えたことである。

おわりに

「ーにして不可分」のジャコパン共和国を成り立たせているのは「普遍」の文

明理論であった。フランス語の国語化と普及は，ブノレジョア革命でありながら

も，人民大衆との同盟がなければ権力奪取も，その維持も不可能というフラン

ス革命によって，はじめて大衆と諸地方が意識されるというパラドックスを生

んだ。この特殊性が革命政府に特別の言語政策を必要とした。

理性的で，普遍的な，啓蒙主義の論理的な帰着となるような一つの共通語が

望まれた。ところが現実には，旧体制の宮廷で使われていたフランス語の強制

的な普及が諮られることになったのである。唯一のフランス語によって，多様

な地方の文化は押しつぶされ，フランスの言語と文化は画一化されていく。フ

ランスは相違を消すことによって普遍的平等の達成を目指すことになった。

ところが I宇目違への権利」の主張はジャコパン共和制の転機を促すことに

なった。フランスは共和国の不可分性に反し，一部の特殊利益を守る共同体主

義が認められることになったのである。相違の権利に基づく現実的な不平等を

是正する多文化主義をフランスは採用し，共和国原理から多文化主義への転換

が試みられた。しかし，地域語・少数言語を法的に認知し，保護するのは，共

和国を複数の言語集団に分裂させる危険がある。

ついに，フランスはヨーロツパ諸国が一様に置かれた経済的な問題の解決打

開の方策のなかに地位向上を図ろうとする。多数の国々によって構成された

ヨーロツノTはもともとが多民族，多言語，多文化である。「ヨーロツパ統合」と
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いうく個別〉の共存に加入し，く個〉の復権を図ろうとする。 EC時代に始まっ

た多言語主義の EUの言語政策は，英語覇権の牽制の面もあって，国内では少

数者の地域語の認可やフランス語擁護法の制定の実施，一方，外に対しては「フ

ランコフォニー・サミット」が開催されることになる。

普遍の「文明」の論理の敗退と，個別の「文イじ」の台頭を象徴的に示したの

がGATTウルグアイ・ラウンドである。「普遍的なビジネス文明」の論理と商

品原理に還元されない個別的な「文イ七」理論とが対決する。 フランスは少数派

の個別文化の立場から，文化の複数性を擁護する立場への転換を迫られている。

(1999 825) 
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